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北極資源開発をめぐる学際的研究成果 

ポイント 

神戸大学大学院国際協力研究科の柴田明穂教授と英国ダーラム大学の Romain Chuffart 博

士課程院生（当時神戸大学 PCRC 学術研究員）が招へい編者として編さんした、北極資源開

発の持続可能性を探究する 10 本の論文が、ケンブリッジ大学出版会発刊の極域研究専門誌

『Polar Record』の特別号としてオンライン掲載されました。 

 

北極資源開発の持続可能性を探究する10本の論文が、歴史と権威ある極域研究専門誌Polar 

Record の特別号としてまとめられ、2020 年 12 月に完結しました。この特集号には、国際法

学者、政治学者、雪氷科学者、資源開発公社に勤める専門家の論考が含まれており、Polar 

Record 誌に、統一テーマの下でこれだけ多くの日本人研究者の学際的な研究論文がまとま

って公表されたのは初めてです。 

 

掲載概要 

北極における石油・ガスなどの鉱物資源開発をめぐる学

際的な研究成果をまとめる今回の特別号の企画は、2019

年 2 月に柴田明穂教授と Romain Chuffart 博士課程院生

が招へい編者として提案し、採用されたものです。すべ

ての論文の査読が完了し、提案から１年半を経て、この

度完結しました。 

 

この特別号には、北極における鉱物資源開発を巡る国際

法学者、政治学者、雪氷科学者、資源開発公社に勤める

専門家の論考が掲載されています。主たる検討の題材と

して、国際政治的にも国際法的にもその動向が注目を集めているグリーンランドにおける

鉱物資源開発と、日本も 2018 年から参画しているロシア・ヤマル地方の液化天然ガス

（LNG）開発が取り上げられています。これらの論考では、北極での資源開発の実行が、

国際的あるいは地域的な持続可能な開発に関わる国際規則や制度にいかに貢献している



か、という視点から読み解かれており、また、非北極圏国や北極外で活動する諸アクター

らが有する外的視点からも、北極の資源開発の実行の法的側面に考察が加えられているた

め、本特別号はこれまでにない貴重な成果となっています。 

 

特集号の内容 

持続可能な開発（sustainable development）の概念は、国際法において経済的・社会的

発展と環境の保全とを調和させるための手段として位置づけられており、また、北極での

持続可能な資源開発をいかにして実現するかは、今日、重要な課題となっています。この

課題に取り組むため、本特別号は、特に鉱物資源開発に着目し、その持続可能な開発に資

する国際規範と手続の内容、実施とその実効性を広く検証することを目的としています 

 

本号の序盤では、北極に関連する国際法についての理論的考察に焦点を当てます。柴田教授

と Chuffart 院生は、北極に関連する国際法規範がより包括的かつ体系的に捉えられるよう

な理論的枠組みを提示することを目的として、北極に適用される国際法の規則、原則、手続

を統合する持続可能性の原理（principle of sustainability）の可能性を取り上げており、

自然や生態系、文化的・社会的特徴といった複数の要素が絡み合う北極においては、こうし

たアプローチは特に必要とされています。柴田教授らは、北極における持続可能な鉱物資源

開発を実現するために、持続可能性の原理が、いまだ断片的にとどまっている国際法規範を

相互に関連付けて統合・体系化する潜在的機能を有しているとともに、環境影響評価（EIA）

がこの統合を円滑化する可能性を明らかにしています。 

 

このような基礎理論的考察を踏まえ、本号の中盤ではグリーンランドにおける鉱物資源開

発を題材とする論考を展開しています。北海道大学北極域研究センターの高橋美野梨助教

は、北極における持続可能な鉱物資源開発の具体的形態として、グリーンランドにおける石

油、ガス、鉱物といった非生物資源の開発の実行に着目しています。そこでは、この実行に

よって、従来開発を押し付けられ主体性が受動的と認識されてきた先住民族が、開発に積極

的に関与してイニシアティブをとり、自然と天然資源と共生する視点を開発に内在化させ

る傾向を示している事実が描き出されています。また、北海道大学低温科学研究所の杉山慎

教授は、地球温暖化によって引き起こされる氷河の融解とそれによる海洋の変化が、グリー

ンランド沿岸地域の経済、産業および人々に及ぼす影響を、フィールドワークの実施により

検証しており、北極における持続可能性の原理に基づくアプローチの必要性が再確認され

ています。 

 

他方で、北極の鉱物資源開発の経済的側面についても、持続可能な開発の観点から考察を加

えています。小樽商科大学の小林友彦教授は、北極における資源開発と海上輸送が今後より

活発化することを踏まえ、世界貿易機関（WTO）の加盟国のうち、一部の加盟国間で合意す



ることにより柔軟な規制を可能にするクリティカル・マス方式（critical mass agreements）

に基づいた補助金の国際的規制の活用による、航行の安全と環境保全を確保するアプロー

チを提言しています。ここでは、北極における持続可能な資源開発を実現する上で、北極に

関わる複数の国際法規範間での相互作用が念頭に置かれ、国際貿易法の新たな役割が照ら

し出しされています。また、石油天然ガス・金属鉱物資源機構の原田大輔は、近年加速して

いるロシアによる北極の鉱物資源開発が、ロシアの経済政策の要として可能性を秘めてい

ることを国際情勢も交えて確認する一方、鉱物資源の持続可能な開発に照らし、潜在するリ

スクと克服すべき課題を整理し、北極海航路における氷の状況の変化に伴う不確定性と、資

源開発を担う民間企業による環境保全および事故防止策の必要性などを指摘しています。 
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